
 

○大沼 久議長 ここで、暫時休憩いたしま

す。 

はないんだと思うんですね。より利用者の

サービス向上にためにやると言っているわ

けですよ。そもそもこの日程からいっても

無理だったんですね。仕様書つくってどう

するというふうなことまで。例えば３月１

日に公募の市報に掲載して、きょうまでで

しょう、応募してくださいというのは。あ

した現場説明をしますという日程そのもの

がもう大変なんですよ。そこを私は反省を

するんだったら、この際無理をしないでき

ちっとしたもので対応できるように教育委

員会でも判断をいただきたいというふうに

私は思うんですが、そこについてだけ答弁

をいただきたいと思います。 

  再開は、３時20分といたします。 

 

 

     午後 ２時５９分 休憩 

     午後 ３時２０分 再開 

 

 

  内谷重治議員の質問 

 

 

○大沼 久議長 休憩前に復し、会議を再開

いたします。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。   なお、議会事務局長が早退し、補佐が代

理をしておりますので、ご報告いたします。 ○大滝昌利教育長 仕様書の概要については

おおむね前からお話ししているような中身

で決めているわけですが、その細部につい

てということであすぎりぎりの段階になっ

たということですので、全体的な業務委託

の内容についてはおおむね教育委員会とし

てもその方向で進んでいるということで、

改めて何か方向を転換するという気持ちは

ありません。 

  それでは、市政一般に関する質問を続行

いたします。 

  次に、順位10番、議席番号２番、内谷重

治議員。 ＋
   （２番内谷重治議員登壇）（拍手） 

○２番 内谷重治議員 ３月定例会一般質問

も私が最後となりました。10番目ですので、

大分重複する部分もございますが、最後ま

でよろしくご清聴のほど、よろしくお願い

申し上げます。 

○大沼 久議長 11番、髙橋孝夫議員。 

○１１番 髙橋孝夫議員 最後お聞きします

けれども、きょう時点で何者が応募されて

いますか。お聞かせください。 

  私は、今３月定例会におきまして、目黒

市長の公約であります２期８年の最終年度、

いわば目黒市政の集大成、総括とも言うべ

き平成18年度の施政方針についてお伺いす

るものであります。 

○大沼 久議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 現在のところ二つの団体

です。 

○大沼 久議長 11番、髙橋孝夫議員。   このたびの施政方針は大変具体的・意欲

的、かつ先進的な方向性を明示しており、

高く評価するものであります。平成15年度

に策定された第四次基本構想、基本計画の

大きな柱であり、平成18年度からの第二次

行財政改革として策定した自立計画の成否

の鍵を握ると考えられる市民との協働と産

○１１番 髙橋孝夫議員 時間がありません

から、これで終わりますが、これちょっと

問題だと思いますし、しかるべくところに

ちゃんと報告をしていただくということを

お願いをしておきたいと思います。終わり

ます。 
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＋

業活力再生の視点から目黒市長にその見解

と具体的な施策の展開についてお伺いする

ものであります。 

  それでは事前に通告してあります内容に

沿って順次質問してまいりますので、明快

なご答弁をお願いいたします。 

＋ ＋

  まず最初に、１、市民が能力を発揮でき

るまちづくりについてお伺いいたします。 

  この市民が能力を発揮できるまちという

のは、第四次長井市基本構想に掲げる本市

の将来像、「協働・創造・未来の鼓動 実

感“ながい”」を実現するために示された

六つの基本目標の最初の柱となるものであ

ります。そしてまちづくり基本条例の制定

と協働のまちづくりの促進、地域コミュニ

ティ・ＮＰＯ活動等の支援事業や男女共同

参画基本計画の実施等が主たる事業になる

かと思います。 

  今定例会ではまちづくり基本条例案が上

程されましたことから、（１）といたしま

して、まちづくり基本条例を実行あるもの

にするために、この条例では明らかにされ

てない実施規則や要綱等についての基本的

な考え方、また施策の展開に当たってのガ

イドライン等について私の意見、若干の提

案を交えながら質問したいと考えておりま

す。 

  ①協働のまちづくりの定義についてお伺

いいたします。 

  私は、平成13年から４、５回にわたりま

ちづくり基本条例の重要性を訴え一日も早

い制定を提案してまいりました。平成13年、

私がかつて所属しておりましたフォーラム

21の会派研修で北海道のニセコ町、当時の

逢坂町長も講話を聞いて以来、地方分権が

進展していく中で、市民、団体等のまちづ

くり参加のルールづくりが必要不可欠であ

ると改めて確信したからでありました。幸

いにも目黒市長も同じ認識を持っておられ

たこともあり、第四次基本構想の柱の一つ

にまちづくり基本条例を位置づけていただ

いたと考えております。 

  一方で協働のまちづくりについて、やは

り私は平成13年から４、５回にわたり一般

質問の中でＮＰＯなどの市民の自主的、自

発的な活動が活発化し、これまでの行政と

市民の関係、行政運営のあり方を根本から

見直す必要性が生じたこと、協働のまちづ

くりの中心的役割を担っていただくＮＰＯ、

市民などに対し、その支援策等を中心とし

て行政の対応を求めてまいりました。 

  現在では全国多くの自治体でまちづくり

基本条例が制定されており、県内ではいち

早く隣の白鷹町が制定しております。 

  この条例制定の背景としては、これまで

の日本の中央集権制度の行き詰まりや、経

済、社会情勢の変化、地方分権の進展等か

ら、自己決定と自己責任のもとで住民主体

の行政システムを構築する必要性が生じた

からだと思います。 

  すなわち、これまでの日本社会は中央集

権のもと、国の強い指導によって政策が進

められてきましたが、その結果世界でも有

数の経済大国となり全国どの地域でも平等

な行政サービスが受けられるようになりま

した。しかし一方では、東京一極集中や、

国の役割の肥大化、行政の効率性の低下を

招くとともに、住民不在の画一的なまちづ

くりや住民側の行政任せの傾向を強めるこ

とになったと思います。 

  また、急速な少子高齢化の進展、バブル

崩壊以来の長引く景気低迷など、予測を超

えた社会情勢の変化によって、国も地方公

共団体も非常に厳しい財政状況となり、多

様化、高度化する人々のニーズに行政だけ

ですべて対応することは難しくなってきて
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  さて、このたび上程されましたまちづく

り基本条例を私は高く評価するものであり

ますが、残念ながら目的や定義、基本理念

の中に協働や協働のまちづくりの基本原則

が明記されていません。 

いると思います。 

  一方で、価値観の多様化や自己実現意欲

の高まりに伴い、みずからが地域課題の解

決を図ろうとするＮＰＯなどの市民の自主

的、自発的な活動が活発化するなど、これ

までの行政と市民の関係、行政運営のあり

方を根本から見直す必要性が生じてきたと

いうことではないでしょうか。 

  全国他自治体の条例の例を見てみますと、

まちづくり基本条例に、協働のまちづくり

を進めるに当たっては公益的な市民活動の

定義を明確にし、市民公益活動の促進指針、

ガイドラインを策定する必要があると思い

ます。このガイドラインは行政主体のまち

づくりを見直し、公共をともに担うパート

ナーである市民活動団体に対する支援の方

向性や、協働のルールを示すとともに、今

後の市の施策の目指すべき方向を定めるも

のと考えますが、いかがでしょうか。 

  こうした状況の中、国と地方の従来の関

係を見直すことによって、行政のむだを省

くと同時に、これまでのような国頼みでは

なく、地域がみずからの意思と責任によっ

てそれぞれの特色を生かしたまちづくりを

行えるよう地方分権が進められているのだ

と考えます。 

  地方分権は国と地方との関係を見直すも

のですが、地方にあっては住民と地方公共

団体の関係について、みずからの責任によ

ってそのあり方を見直さなければならない

と考えます。自治とは本来国から独立した

主体として地方公共団体自身がみずから治

めることだと思います。地方分権が進めら

れる中、自治の本旨である団体自治と住民

自治の両立した行政運営を実現するために

は、自己決定と自己責任のもとで住民主体

の行政システムを構築しなければなりませ

ん。 

  この項の最後になりますが、３番目、地

域コミュニティを協働のまちづくりに生か

す取り組みについてお伺いいたします。 

  まちづくりや住民自治の基本はすべてを

行政に要望するのではなく、地域のことは

地域でできそうなことがあれば住民みずか

らが解決することだと思います。地域の課

題を整理し、優先課題を自分たちで議論し、

行政に提案するという地域自治計画を策定

しながら地域づくりを進めていくことが将

来の広域合併を踏まえれば必要不可欠だと

私は考えています。 

＋

  住民自治の実現のためには市民の意思が

適切に反映されるよう市政への市民参加が

必要であり、市民と行政が対等の立場で協

力し合う協働が必要です。これからはそれ

ぞれの責任を自覚し、行政が担わなければ

ならない役割と、市民みずからが担うべき

役割を適切に分担し、協力し合っていく必

要があると思います。このことから住民自

治の確立を目指し、協働によるまちづくり

を自治体運営の基本とする地方公共団体が

ふえたのだというふうに思います。 

  現在事業が進行中である第四次総合計画

でも、その基本構想を策定する段階で、私

は地域住民がみずから策定した地域自治計

画に構想を反映させるべきと申し上げてま

いりましたが、残念ながら受け入れていた

だくことができませんでした。今後まちづ

くり基本条例を推進するに当たり、ぜひ地

区公民館を初めとする各地域団体や学区内

ＰＴＡ、スポーツクラブ等、またロータリ

ー、ライオンズクラブや青年会議所等々の
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各コミュニティのまちづくり参加を促進す

る地域コミュニティ振興指針を策定しなが

ら、これらコミュニティを協働のまちづく

りに生かす取り組みを行ってはいかがでし

ょうか。市長または企画調整課長にお伺い

したいと思います。 

＋ ＋

  ②の部分についてちょっと抜けてしまい

ましたが、よろしくお願いいたします。 

  次に２番目の項目に入ります。 

  新しい価値をつくり出す活力あるまちづ

くりについてお伺いいたします。 

  私は市議会議員に当選させていただいて

から一貫して産業振興と雇用創出を自分の

テーマ、最重要課題として取り組んでまい

りました。最近では、活力の再生という視

点から、この一般質問でも産業振興と雇用

創出のための企業あるいは人の誘致、また

観光交流客の増大や振興策、環境からの活

力再生策、介護医療等生活サービス産業の

振興策等々提案してまいりましたが、この

たびの平成18年度施政方針での雇用創造、

農業振興方針には目黒市長の並々ならぬ意

欲が感じられました。 

  そこで（１）第二次地域再生計画の基本

方針について、地域の特色を生かした雇用

創造事業とは、またどのような展開を考え

ておられるかについて、市長または商工観

光課長にお伺いしたいと思います。 

  施政方針では雇用の安定とそれを支える

産業の振興による地域活性化を盛り込んだ

第二次の地域再生計画を取りまとめ、地元

経済界のご協力をいただきながら、地域の

特色を生かした雇用創造事業に取り組んで

まいりますとありますが、どのような構想

を持っておられるのかお伺いいたすもので

あります。 

  最後になりますが、（２）アグリカルチ

ャービジネス振興策の基本方針について市

長または農林課長にお伺いしたいと思いま

す。 

  アグリカルチャービジネスと安全、安心

な農産物の生産、流通の支援策についてで

ありますが、施政方針では以下のように触

れられております。農業者が農作物を中心

に加工品の製造、販売、産地直売所などを

行うアグリカルチャービジネスがこれから

のものづくりの一翼を担うものであると考

えます。「食の安全安心＝レインボープラ

ン特区」のように規制緩和が進み、新たに

参入し、意欲ある人には門戸を開くととも

に、これまで地域農業を支えてこられた担

い手の皆さんを応援し、米、畜産、果樹、

野菜など土づくりを基本とした安全、安心

な農作物の生産、流通を支援してまいりま

す。そして農産物で世界に貢献するという

運動につなげていきたいと思いますとあり

ます。これらについても現事業計画ではふ

れられておりませんので、これからの新し

い取り組みだというふうに考えます。 

  答弁をいただいた後で再質問で詰めさせ

ていただきたいと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

  以上をもちまして壇上からの質問を終わ

ります。ご清聴まことにありがとうござい

ました。（拍手） 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 内谷重治議員のご質問にお

答えを申し上げます。 

  まず、第１のまちづくり基本条例の定義

でありますが、まちづくり基本条例におき

ましては、「協働をまちづくりに関して市

民と市とが自己の果たすべき役割と責任を

自覚し、それぞれの立場及び特性を尊重し

ながら、対等の立場で相互に補完し、協力

する」と定義をしていると思います。 

  具体的には、これまで見られたものとし
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て、総合計画策定における市民懇談会への

市民の皆さんの参加、ミニデイサービスの

委託、街路事業に関してのまちづくり協議

会、フットパス推進会議など、計画段階に

おける市民の皆さんの参加、事業実施段階

における委託、補助、共済、後援といった、

市民の皆さんと市行政当局がともに協力し

てまちづくりを行ってきたことが例に挙げ

られると思います。 

＋

  これまでは主に福祉や教育、環境、都市

整備などの分野で市民と行政が協力をして、

計画の策定や事業の委託など協働のまちづ

くりを行ってまいりましたが、これからは

それ以外の分野にも広げ、できるだけ幅広

い分野で市民との協働を進めていきたいと

思っております。 

  また、協働のあり方につきましては、単

に実行段階や計画段階で市民の皆様の協力

を得るのではなくて、計画、実行、評価、

改善のいわゆるＰＤＣＡサイクルの各それ

ぞれの段階においてもできるだけ市民の皆

さんと情報を共有し、委託や補助、共催な

ど、それぞれの事業で適切な協働のあり方

を用いることで市民の皆さんにとって身近

な協働を展開していきたいと思っていると

ころであります。 

  ２番目に、市民公益活動のガイドライン

と協働を推進するためのルールづくりにつ

いてであります。 

  市民活動を促進する指針を設置している

団体は60団体を超えていると思います。主

に支援についてのガイドラインはその中に

示されていると思っております。市民の皆

さんの公益活動は市民の自主的な発意によ

る活動であり、自主的かつ自立的な活動が

基本であります。そしてその活動のあり方

もその組織の目的、規模によって多種多様

にわたっていると思われます。行政が過度

の干渉を行うことはもちろん望ましくなく

て、また多様な形態に対応する、ある意味

では団体の方向づけまで踏み込んだような

ガイドラインを設定することは困難ではあ

りますが、関係する施策の情報提供や活動

を紹介すること、運営面での助言など、市

民公益活動が活性化する面に側面的な支援

を行ってまいりたい。ＮＰＯ等のネットワ

ークづくりなどはその一例だと思います。 

  なお、協働のルールについてその事業の

目的に応じ、さまざまな協働のあり方があ

り、個別具体的にルール化するのは難しい

と思いますが、福祉とか環境とか、分野別、

あるいは業務別、契約とか守秘義務などで

ルールが必要ではないかとも思われます。

情報共有の仕方や事業提案のあり方など、

基本的な部分につきましては、来年度にま

ず実態調査を行い、各団体の意向も踏まえ

ながら検討していきたいと思います。これ

らについて県の置賜総合支庁におきまして

も、ＮＰＯ等との協働を進めるためにＮＰ

Ｏ等の団体、有識者、行政からなる研究会

が設立されておりますし、来年度中に協働

のルールを策定するということになってお

りますので、そちらの動向も注視をしなが

ら検討をしていきたいと思っているところ

であります。 

  ３番目が地域コミュニティを協働のまち

づくりに生かす取り組みについてでありま

すが、もちろん地区単位、あるいはＰＴＡ、

地縁団体など地域のコミュニティはこれま

で住民活動の基礎としてさまざまなまちづ

くり活動を行って地域に貢献されたことは

明らかであります。しかし、住民自治の観

点からすれば、これらの地域コミュニティ

は市民にとって最も身近な組織であり、市

民の皆様の意見が反映されやすい組織であ

って、その重要性はもちろん今後も続いて
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いくものだと思います。しかし、一方では

人口減少や、特に若年層の地域コミュニテ

ィへの参加の低下などから、地区総会だけ

ではなかなか対応できない課題が出てくる

など、地域コミュニティでは対応できない

ところも出てきていると思います。そこで、

ＮＰＯに代表されるような、特定の目的を

持ったテーマ型コミュニティも近年増加し

てきております。また専門的、組織的に課

題に対応できる力もつけてきていると思い

ます。私は、どちらか一方と協働を進める

というのではなくて、特定分野の事業など

専門的なものはテーマ型コミュニティに、

環境美化などの広く市民全体で取り組むべ

きものは地域コミュニティに。その目的や

内容によってより適切なセクター、まちづ

くりの担い手と協働を進めてまいりたいと

思っているところであります。 

＋ ＋

  次に、第二次地域再生計画の基本方針は

と。特に地域の特色を生かした雇用創造事

業とはどういうものか。どのように展開し

ていくのかということでありますが、ご案

内のように、長井市は昨年12月６日に総理

官邸で小泉首相から直接豊かな自然を守る

地域再生計画の認定を受けたところであり

ます。これは汚水処理施設整備促進、水洗

化であります、もっと単純に言えば。これ

は現在戸数では約66％が５年間で86％まで

上昇したいと。特定環境保全、公共下水道、

それから市町村設置型、いろいろなものを

組み合わせてですね。これらの再生はもち

ろん地域の環境も、それから便利さもレベ

ルアップすることでありますし、その事業

そのものは地域の業者の皆さんに十分に担

っていただける、地域みずからができると

いうか、よそから大きなあれではないわけ

ですから、そういう意味では地域の皆さん

にも仕事が回っていくものだと思っており

ます。それは雇用機会に反映されるのでは

ないかと。またダムがなくなったあとどう

するかということにも、きのう申し上げま

したように、資することができるのではな

いかというふうに思っております。 

  さらに、都市再生計画等も申請をしてお

りまして、これはまちづくり交付金であり

ますが、これまたやっぱり40％はまず正確

に来ると。それから10％交付税ということ

で、今までの単独事業でやらざるを得なか

った生活道路、中小河川、あるいは古い建

物等、まちなみ保全等にも幅広く使える、

使い勝手のいい事業でありますから、これ

も５年間で約10億円、先の地域再生が23億

円ですから、まず特交だけで33億円。それ

からフットパス等も含めて、この５年間で

少なくとも事業費としては35億円、単年度

で７億円と。しかし半分は来るわけですか

ら、あとの半分はこれから計画をしていか

なきゃいけないというふうに思っていると

ころであります。 

  雇用情勢は全国的にも改善してはいるわ

けですが、地域差が見られ、全国一律の雇

用対策ではなくて、地域の特色を生かした

内容であることが重要であります。また、

若者の地元への定着、女性の皆さんの社会

進出、団塊の世代の再雇用というか、社会

にもう一度戻ってこられる、地域社会に、

などさまざまな問題があり、これを雇用問

題の中で前進をさせていくことが必要だと

思います。 

  昨年、長井市では地域の経済団体ととも

に長井雇用創造協議会設立準備会を立ち上

げました。厚生労働省の地域提案型雇用創

造事業、いわゆるパッケージ事業の事業構

想認定に取り組んできたところであります。

このたび事業構想を取りまとめ、国へ提案

をしたわけでありますが、事業の採択はア
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イデア、雇用創出効果など審査される選抜

方式でありまして、18年度の採択予定は全

国で35地域が予想であります。もしこの35

の中に入れれば、長井市雇用創造協議会を

事業の実施主体として、平成18年から20年

の３カ年にわたり事業実施を予定したい。

雇用実績が問われる事業でありますので、

関係の皆様と十分な協議を積み重ねて実施

をしてまいりたいと思います。 

＋

  このなおこの詳細の内容については商工

観光課長から答弁をさせます。 

  次にアグリカルチャービジネスについて

でありますが、構造改革特区によるリース

方式の農地の賃貸が全国展開をしました。

これは長井市が道を開き、全国に広がった

ということであります。日本でも農村部に

おけるサービス産業、ワタミフーズなどサ

ービス産業が起こってまいりましたが、農

業界でもテリトリー、領地として土地を確

保しないで、開放政策を取ることにより、

農村の均衡ある発展と活性化が図られると

いうふうに考えます。もちろん無秩序な虫

食い的な開発は抑制しなければいけません

けれども、産業を希望する企業等には場所

を指定して農地を貸すことは可能だと思い

ます。ＮＰＯ等でもさらに少し遊休地に近

いとか、中山間地であるとか、あるいはい

ろいろなところで担い手の方が一括してや

るところではないようなところを、そうい

う皆さんがやりたいとなれば、それは私は

大いに検討する価値があることだと思いま

す。 

  平成17年３月において、我が国は我が国

の農業生産全体のあり方を環境保全を重視

したものに転換するという考えを正式に示

しました。山形県でもその考えを受けて全

県エコエリア構想の趣旨に即した生産活動

の実践を農業者に求めていくという考えを

出したところであります。 

  長井市においては、既に「長井市環境保

全型農業推進方針」を平成７年３月から策

定し、それに基づいて実施されたのがご案

内のレインボープランであります。さらに

昨年３月に特区参入のガイドラインを定め、

環境保全型でかつ循環型農業を実践し、消

費者に顔の見える農産物の生産を行うとい

う特区の基本方向を決めてまいりました。 

  本年度も18年度も県のエコエリア構想に

タイアップして進めていきたいと考えてい

るのがこのアグリカルチャービジネスであ

りまして、その柱の一つはグリーンツーリ

ズム、また、先月長井市内でネットワーク

を立ち上げたところであります。あるいは

農産物加工品の製造販売を行っているとこ

ろ、それから伊佐沢のように産地直売所を

行っているところが会員になっていただい

ていると聞いております。 

  米政策も平成19年度から大転換になりま

す。農業者や農業団体がみずから売れる米

づくりをしなければならなくなります。消

費者に受け入れていただけるものを、いか

に安全な農産物を生産するかが問われてく

る時代になると思います。 

  私は、これまでも農業を支えてこられた

皆様を支援してまいりましたが、これから

も担い手の皆さんを中心に意欲的に取り組

まれている皆様を応援してまいりたいと思

います。 

  18年度予算につきましても、土地づくり

につきましては、土づくりに力を入れてい

きたいと思います。長井市の土はこれから

も地域環境と調和の取れた農業の振興の柱

だと思っております。具体的には安全、安

心な農産物の生産状況、それから土づくり

のいわゆる畜産堆肥でもバーク堆肥でもす

べてやっぱり土に返していくというような
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＋

方針でやっておりますので、農林課長から

詳細を答えさせたいと思います。 

  以上で基本的なところを答弁をさせてい

ただきました。ありがとうございました。 

○大沼 久議長 松木幸嗣企画調整課長。 

＋ ＋

○松木幸嗣企画調整課長 内谷重治議員のご

質問にお答えしたいと思います。 

  質問の内容については市長の方から詳し

く説明になっておりますので、私の方から

二、三フォローアップさせていただきたい

というふうに思っています。 

  最初に、議員の方からガイドラインなり、

協働のルールというような中身のご質問が

あったと思っています。もうガイドライン

については市長が申し上げたとおりのとこ

ろでございまして、協働のルールづくりと

いうのを来年度やってみたいというふうに

思っている中身であります。これについて

は、現在ＮＰＯだけではなくて、議員もお

っしゃるように地域の団体なんかも含めた

形で社会的な役割と、どういった役割を現

在やっているのだろうかというような市民

の期待と実際の現実のギャップとかいろい

ろあろうかと思っています。この辺のとこ

ろを実際に最初調査させていただいて、現

在でもある程度ルールというのは慣習的に

ある場面もあろうかと思っています。その

部分についてチェックといいますか、どん

なものがあるかなというふうなことをまず

は知るというのが現状の課題ではないかな

というふうに思っています。 

  そんなことを受けまして、来年度のお話

としては、ＮＰＯなり地域のコミュニティ

の方々の今後の活動の展開の調査という意

味で、具体的には割合地域別に入らせてい

ただきながら、討論形式でいろいろ意見聴

取してみたいなというふうなことを思って

います。そういったことを踏まえながら行

政なり市民との協働のまちづくりのどうい

った課題なり利点があるのかというような

ことを探りながらルールづくりの方に持っ

ていければなというふうな考え方を持って

います。 

  これについては当然役所側なりとしまし

ても、市民の方と一緒にやってみたいとい

うようなことを思っています。具体的に今

現在八つあるＮＰＯの方なりとご相談申し

上げながら進めてまいりなというふうに思

っているところであります。 

  また、県の方の置賜総合支庁の方でもＮ

ＰＯを初めとする置賜協働のまちづくりと

いうことで、やっぱり同じようにルールづ

くりをしております。先月２月19日ですが、

南陽のわとわセンターの方でフォーラムと

いうことで先だってＹＴＳのテレビも放映

になったところでありますが、そちらの方

は非常に置賜ですので広範囲であります。

数も多いというところで、そこの横口とな

るようなルールづくりというのを今考えて

いるところなんですが、なかなか具体的に

は出てきてないというのが現実かと思って

います。しかし今月ですか、ある程度のた

たき台を出したいというのが県側の考え方

ですので、来年には置賜の中で出せる案と

いうのが出てくるものと思っています。基

本的にはそのルールの中で、透明性である

とか、公開性であるとか、非常に抽象的な

ことから最初出てくるというふうに担当の

方からお聞きしております。その辺のこと

も踏まえながら協働のルールづくりという

ことに取り組んでまいりたいなというふう

に思っているところであります。 

  若干もう一つ補足なんですが、議員の方

から指摘がありました地域自治計画という

ようなお話であります。以前にもお話いた

だいているところなんですが、確かに今の
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ところこれに触れる話は持っていません。

と申しますのも、やっぱり計画が出ていま

すので、やっぱり地域で行動を実際にやっ

てほしいというふうに思っているというこ

とで、計画段階ではないのではないかなと

思っています。今の四次の基本計画そのも

のが、かつての前の計画は地区別の計画を

持っていたということがあったんですが、

やっぱり人口減少であったり、少子化であ

ったりという部分を考えれば、やっぱり地

域と自然体が一体となって振興策を進める

という方がいいんじゃなかろうかと。当然

ネットワーク型で進める方がいいんじゃな

いかというようなことがありましたので、

現計画にも地区別の計画がないということ

で進めさせていただいております。ですが、

地域のコミュニティについては十分注視を

しているつもりでありますので、協働のル

ールづくりなどでもぜひご意見なりいただ

いて、その内容を取りまとめていきたいと

いうふうに思っています。 
＋

  以上でございます。 

○大沼 久議長 梅津和士農林課長。 

○梅津和士農林課長 私の方からは内谷議員

の方からのご質問の中のアグリカルチャー

ビジネスの振興策については市長の方から

基本方向を示していただきましたので、長

井市での安全安心農作物の状況についてご

説明させていただきたいというふうに思い

ます。 

  まず、市長が申し上げました土づくりで

ございますけれども、平成16年度から長井

市土づくり活性化支援推進事業を通じて土

づくりに取り組んでまいったわけでござい

ます。ご案内のように畜産農家と子牛農家

の橋渡し役としての若干の補助制度という

ようなことで取り組んでまいりましたけれ

ども、17年度の実績についてでございます

が、まだ３月に散布する実績がございます

ので、正確な数字は出ておりませんけれど

も、概算で193万5,000円ほどの実績に補助

対象ベースでなるのではないかなというふ

うに思っております。また平成18年度の予

算、これから審議していただくわけでござ

いますけれども、補助額について、対前年

比31.5％増の要求を行っているところでご

ざいます。それだけ市長の方からも土づく

りについて、長井市の農業の活性化の基本

の柱の一つとして認めていただいているも

のだというふうに思っているところでござ

います。 

  もう一つの安全安心の農作物の取り組み

でございますけれども、土壌の残留農薬の

分析に対して補助を行っているところでご

ざいます。これにつきましては県の補助に

上乗せするという形で行っているわけでご

ざいますけれども、出荷前の土壌の残留農

薬を分析いたしまして、安全安心な農作物

を出荷するというふうな事業でございます。

検査費用の５分の３ほどを助成いたしまし

て、残りの５分の２については生産農家が

それに足し増しするというふうな形で取り

組んでいる事業でございます。 

  15年、16年と県の補助を受けまして19品

目、野菜等につきまして19品目で行ってき

ましたけれども、17年度につきましては、

やはりキュウリが特にこの辺では出してい

る農家が多いものですから、キュウリの出

荷前の土壌分析という１点のみでございま

したので、今のところ２団体27農家という

ふうなことで今年度は終わりそうだという

ふうな実績でございます。また、グリーン

ツーリズムにつきましては、先ほど市長か

らもお話がありましたように、置賜の協議

会を立ち上げさせていただきまして、その

中に長井市も参画をしながらこれからのア

―１４５― 



 

＋

グリカルチャービジネスの柱の一つとして

進めてまいりたいというふうに思っており

ます。 

  以上でございます。 

○大沼 久議長 那須宗一商工観光課長。 

○那須宗一商工観光課長 内谷議員のご質問

にお答えを申し上げたいと思います。 

＋ ＋

  地域提案型雇用創造促進事業についてで

ございますが、この事業の構想策定に際し

まして、本市の産業を活性化して雇用機会

をふやすためにはどの分野での可能性が高

いかという部分を検討いたしました。この

ためには地域外から人を呼び入れることや、

地場産品を地域外へ売り込むなどの交流産

業と、あと製造業での技術的な蓄積を生か

しましたものづくりの分野に絞り込もうと

いうふうに考えたところでございます。こ

の二つの産業に必要な人材の育成、誘致を

基本のコンセプトにいたしまして事業の枠

組みを構成したところでございます。 

  事業について、まず第一段階では、観

光・物産及び製造業の各セミナーを開催し

たいと考えております。観光・物産の分野

につきましては、情報発信や商品開発、販

売技術などのセミナー、また製造業の分野

ではロボット関連産業である装置産業の設

計、製造、生産化へのセミナーを開催いた

しまして求職者の職業能力の向上や、分野

ごとに中核的人材の育成を図りたいという

ふうに考えております。 

  第二段階では、地元産業界との連携を図

りながら求職者の方と雇用側である市内事

業所とのマッチングを図るとともに、起業

を希望される方にはマネージメント関係の

ワークショップを開催しながら起業支援を

実施いたしたいと考えております。 

  事業の実施については、参加者の数が成

功の鍵を握るというふうに思われますので、

情報相談メニューの中で協議会によるホー

ムページの運営や、事業説明会などを行っ

て、積極的な事業ＰＲをしてまいりたいと

いうふうに考えております。なお、ただい

ま申し上げました事業内容の国のヒアリン

グが今月末ございますので、事業採択に向

けて全力を尽くしてまいりたいというふう

に考えております。 

  以上でございます。 

○大沼 久議長 ２番、内谷重治議員。 

○２番 内谷重治議員 それぞれ丁寧にご答

弁いただきましてありがとうございました。 

  ２、３再質問したいと思います。 

  まず、企画調整課長の方にお伺いしたい

のですが、私はまちづくり基本条例の中で、

やっぱり一番長井でほかの市町村が余りや

ってないようなことといいますか、地域コ

ミュニティをまず再生してもらいたいとい

うのが私は一番願うところであります。市

長の答弁の中にもありましたけれども、若

年層が地域に余り参加しないと。あるいは

人口が減ってきてなかなか地域コミュニテ

ィが取りにくくなっているんじゃないかと

いうようなご指摘がありました。これごも

っともなんですが、きのう、おととい、日

曜日あたりだったでしょうか。「ポスト小

泉」で谷垣財務大臣が自分の方針を出して

きたんです。麻生外務大臣も出してきたよ

うですけれども、その中で、谷垣大臣が出

したのは、地域コミュニティの再生とか、

それから新しい価値観の創造ということを

おっしゃったんですね。これは加藤紘一衆

議院議員が前々からおっしゃっていまして、

地方に生きる人たちの幸せというのは最終

的に地域コミュニティでの活動、自治活動

といいますか、そういったものとか、家族

とか、地域内の人たちとの触れ合いの中で

生きがいを見つけるということが大切じゃ
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ないかということをおっしゃっていますけ

れども、私も大賛成で、そういう意味から

いうと、まちづくり基本条例といいますか、

市民活動の中、公益活動の中で二つタイプ

があるわけですね。市長も課長もおっしゃ

ったんですが、一つはテーマから出発する

活動と。それがＮＰＯとかボランティアだ

と思いますね。もう一方が地域から出発す

る活動と。それがやっぱり地域コミュニテ

ィだと思うんですね。 

＋

  私は、やっぱり昔は10年前ぐらいはバブ

ル崩壊あたりがピークとして、企業に対す

る帰属意思が非常に強くなったわけですが、

それ以降リストラですとか、あときょう大

道寺議員の質問でもありましたように、正

社員が非常に少なくなっているということ

で、我々自体も気づいているんですが、企

業型人間というのが大分少なくなったよう

な感じがするんです。そういうことからい

って、これから地域での自己実現といいま

すか、それを目指す人間というのはどんど

んふえてくるんじゃないかと。 

  また市長もおっしゃいましたけど、来年

から19年度から農業が大きく変わりますね。

今、国の農政というのは担い手農家にとい

うことで、かつては集団で何かやらせよう

としたんですね、転作もそうだったんです

が、それでうまくいかないということで、

担い手に農地を集めて、やる気のある農家

が企業経営的な感覚で農業をやれと進めて

きたんですが、これまた大転換したですね。

今度はまとまらないと米は保証しないぞと

いうやり方になってきたんです。そういっ

た中で地域の寄り合いというのは今ずっと

続いてまして、私も参加していろいろな人

と話ししますと、おれもあと５年で終わり

だと、これから生きがい何に見つけたらい

いだろうと。いや農業をもしかあれだった

ら１万円で安くてもいいからみんなで楽し

くやろうじゃないかと。そういうことをお

っしゃる人が結構いらっしゃいました。で

すから、随分意識が変わってきたんじゃな

いかなと。グローバリーゼーションもいい

んですけれども、大分疲れたと。やっぱり

勝ち組、負け組なんていうのはもういいよ

という時代じゃないかなと私は思います。 

  そんなことから、地域コミュニティを何

とか長井で、ちょっと話飛んで申しわけな

いですけれども、宮崎県の綾町でしたっけ、

住民自治公民館といいますかね、選挙で自

治会長を選んで、その人に大分行政の権限

を与えて、地域のことは地域でさせると。

それが適正規模が100戸ぐらいだそうですけ

れども、地区公民館単位ですと、これは大

きいのでなかなかうまくいかないと思いま

すけれども、かといってじゃあ本当の集落

単位でできるかというと、これも問題があ

ります。ただやはり公益活動のガイドライ

ンというのをしっかり地域の人たちにわか

ってもらえるようなぜひ取り組みをしてい

ただきたいと。それがひいては10年後にな

るか20年後になるか、広域合併したときに、

例えば置賜が一本になった場合、我々一番

不安なのは、自分たちの意見というのが本

当に市長に届くのだろうかと。議会に届く

のだろうかと。それが20何万人の中で、し

かもいろいろな市町村の寄せ集めの中で自

分たちの地域でどうしたらいいんだという

意識というのは、危機感というのは大分あ

ると思うんですね。そんなことからいって

も、ぜひ地域コミュニティ何とかしていた

だきたいというふうに思うんですが、まず

企画調整課長の方からお伺いしたいと思い

ます。 

○大沼 久議長 松木幸嗣企画調整課長。 

○松木幸嗣企画調整課長 それでは内谷議員
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  ただもう一つ、先ほど市長の方からもお

話があったんですが、やはりテーマ型のコ

ミュニティですね。やはり市内の中で地域

の中で頑張っている方なんですが、やっぱ

りインターネットを使いながら外との交流

をもって、当然農産物も売っていらっしゃ

るという方もいらっしゃいますし、都市と

農村の交流ということで、ある意味で今ま

でのある地域で進んだコミュニティとは別

なコミュニティもやっている事例もやっぱ

り出てきています。ですので、地域コミュ

ニティ頑張らなくちゃならないという部分

もあるし、場合によってはテーマ型と合わ

せわざといいますか、複合型でやっぱりコ

ミュニティをつくっていくというようなこ

とが大切なんだろうというふうに思ってい

ます。 

のご質問にお答えしたいと思います。 

＋ ＋

  地域コミュニティというお話でございま

して、今お話に出ました何とか農村に帰り

たいと。いわゆる団塊の世代の方が戻って

きたいと。そういう現象が議員おっしゃる

部分ではなかろうかと思います。いわゆる

言葉で言うと農に帰ると、帰農という話が

ありますんで、都市部にいた方が生産性は

さほど高くなくても、ある意味でいやしと

いう部分を目指しながら戻ってきたいと。

古い家であってもそれをお借りして住んで

みたいという、やっぱりこういう動きとい

うのは確かにあろうかなと思っています。

あとまた豊田地区なんか多分そうだと思う

んですが、環境に対してやっぱり非常に敏

感になっていいところに住みたいというよ

うなことがあろうかと思っております。そ

ういった今までの地域コミュニティそのも

のは少子高齢化で非常に落ち込んでいくと

いいますか、余り活性化にならないという

状態があるのですが、新たな動きが全国各

地で出ているということは承知しています。

当然豊田地区でも外から入っていらっしゃ

るという方もいらっしゃるし、伊佐沢地区

でもそういうことがあるのかなというふう

に思っています。 

  そんなところで、基本条例の方では生意

気ですが、第21条の方で協働の推進という

ようなことを書かせていただいています。

そういったことを進める上で、ぜひ環境を

整備していかなくてはならないというよう

な条文も盛らせていただいていますので、

その条文などを根拠にして地域型、またテ

ーマ型のコミュニティの活性化というふう

なことを考えていきたいと思っています。 

  あとご指摘に出ました綾町の話ですが、

綾町そのものは安全な農産物をつくるとい

うことで、ご指摘のように区長さんですね、

うちで言うと地区長さんより大きい形だと

思うんですが、その方を中心にしてごみの

話であるとか、あと当然農薬の話も含めて

町全体で取り組んでいるというふうに聞い

ております。やっぱりそういう事例は事例

として、やはり私どもにコミュニティの話

であったり、また環境の話であったりとい

うことで参考にさせていただきたいという

ふうに思っています。 

  当方としましても、決して地域コミュニ

ティがいかんという意味ではないわけでし

て、現在今の制度の中でもコミュニティ事

業を通させていただいて、地域が必要な部

分、役所が応援する部分についてはこれま

でどおり支援させていただきたいと思いま

す。ただその幅については大きな風呂敷は

敷けないわけなんですけれども、やはり熱

意といいますか、熟度の高いという部分に

ついては地域コミュニティを応援するとい

うようなことは取り組んでいきたいという

ふうに思っています。 
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  ですから、地域コミュニティというのは、

やっぱりＮＰＯはＮＰＯで非常にいい活動

をなさっているのですけれども、これを何

とか発掘しないと、まだやっぱり松木企画

調整課長おっしゃるように都会では崩壊し

ましたけれども、この辺はまだ完全には崩

壊してないと。これからもう１回再構築で

きるんじゃないかなと思いますので、今回

例えば地区公民館の委託の方法が変わると

いうことで、地区公民館については残念な

がら教育委員会の管轄で自治公民館とはま

たちょっと違うような今長井は形態をとっ

ていますけれども、この辺なんかもどうい

う公民館のあり方、地区公民館はそれでい

いかもしれませんけど、あと各分館ですね。

そういったことも含めて何か新しいぜひや

り方を模索していただきたいなと思います

が、いかがでしょうか。松木企画調整課長

にお願いします。 

  以上です。 

○大沼 久議長 ２番、内谷重治議員。 

○２番 内谷重治議員 全く私も同感です。

ただ、テーマ型はテーマ型でＮＰＯどんど

ん推進していただきたいのですけれども、

例えばテーマ型と地域型というのはやっぱ

りうまくかみ合わせなきゃいけないとおっ

しゃったですね。私もそのとおりで、例え

ば今回の豪雪ですね。やっぱり地域によっ

ては高齢化率が非常に高い集落があるわけ

です。町場の中でもあります。買い物に行

けなくて、70のおばあちゃんひとり暮らし

だと。それで何とかしたいんだけど、若い

人たちはみんな働きに出て土日しか除雪し

てもらえないと。道ですね。そんなことで

いろいろ相談を受けたりもしましたけれど

も、一つこういう例があるんですね。これ

飯豊町のある集落なんですけれども、町で

除雪機を買って与えると。その除雪機を使

って地元の人たちがある程度委託みたいな

形を受けて除雪機が入れないようなところ

を道つけてあげたり、あるいはお年寄りで

家の前の玄関の雪かきができないとか、あ

るいは雪下ろしができないとか、そういう

ボランティア団体もあると思うんです。あ

るいは行政もいろいろ動いたりするんでし

ょうけれども、一斉に今回みたいに降ると

手が回らないですよね。ただ住んでいる人

たちはすぐに対応してもらわないとどうし

ようもないときもあるわけです。こういっ

たときにはやっぱり地域でコミュニティを

きちっと取れていれば、あるいは地域自体

がみんなでボランティアでやろうとか、あ

るいはボランティアじゃなくても費用弁償

的なもので、ある程度60代でも元気な方い

っぱいいらっしゃるわけですから、そうい

う方で対応しようとか、そういうこともあ

るわけですね。 

○大沼 久議長 松木幸嗣企画調整課長。 ＋
○松木幸嗣企画調整課長 ただいま飯豊町の

事例なんか出していただいたんですが、私

も承知しているのはやっぱり小国町の部分

でやっぱり雪下ろしなり、周りの雪の除雪

というような話は聞いたことがあります。

長井においてはＮＰＯ、さわやかサービス

さんなんかがそういう作業をしていただい

ておるわけなんですけれども、大変やっぱ

り人手がかかって大変だったということも

お聞きしています。そこから言えば確かに

地域コミュニティというのは大切だなとい

うふうなことも思っています。 

  それはよく東京がこれかなといっても、

今まで地域コミュニティがないところで年

を取ったらどうなると。今長井の場合では

当然助け合いといいますか、ミニデイサー

ビスみたいな形で福祉の部分でもやってい

るのにもかかわらず、東京にはないだろう
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と。しかしこちらにはそういうのがあると。

これは有利なことではなかろうかというの

が日本政策銀行の藻谷先生なんかもそうい

うこともおっしゃっている場面であります

ので、ぜひそのよさというのがあるわけな

んで、決してないがしろにするつもりはあ

りません。新しいことをやって活性化でき

ないかというような意味合いですが、当然

すぐにということは出てきませんけれども、

そういった認識を持ちながらぜひ検討させ

ていただきたいと思っていますし、今出た

例なんかもぜひ参考にさせていただきなが

ら、何がやっぱり一番やればいいのかとい

うことが大事なわけなんで、少し全体的な

ただやればいいということではない部分も

あろうかと思います。だれの力を借りてや

るとか、役所はこうやるとか、やっぱりそ

ういった、いわゆるみんなで協働でやると

いうことを基本的に思いながら、少し検討

させていただきたいと思っています。 

  以上です。 

○大沼 久議長 ２番、内谷重治議員。 

○２番 内谷重治議員 ありがとうございま

した。時間もありませんので、これは答弁

いらないのですけれども、農林課長の方に

ちょっとお願いしたいと思います。 

  県のエコエリア活動ということで、グリ

ーンツーリズムなんかも長井市としてもそ

ういうものに加入しながらやっていくんだ

ということなんですけれども、先ほど申し

上げましたように、19年から大分農政も変

わると。そして農地も多分あふれるところ

が出てくると思うのですね。作付をしない

ところが出てくるだろうと。それから自由

に国に束縛されない耕作というのも出てく

ると思うんですけれども、やっぱり一番大

変なのは、やっぱり流通ですとか、そうい

った支援策というものが今現在農協さんは

できないと。かといって行政でもできない

わけですね。ですから19年度の方針につい

て今話し合いを進めているわけですけれど

も、それが一段落したら行政としても、そ

ういった方々だけの農業をやりたいという

人たちのフォローを、そういったものをぜ

ひ検討いただければなというふうに思いま

す。 

  以上で終わります。 

 

   散     会 

 

 

○大沼 久議長 以上で、一般質問は全部終

了いたしました。 

  本日は、これをもって散会いたします。 

  ご協力ありがとうございました。 

 

 

   午後 ４時２０分 散会 
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